
共同研究プロジェクトにおける信頼について 

― 97 ― 

論 文 

共同研究プロジェクトにおける信頼について 
 

高 垣 行 男  

はじめに 

１．共同研究プロジェクトに関する先行研究 

２．OPTIL パラダイム 

３．信頼について 

４．信頼に限定した仮説 

５．アンケートおよびインタビュー調査と考察 

６．結論 

おわりに 

参考文献 

 

はじめに 

 大企業が業績不振の中で，中小企業の進むべき方向を高垣（2017）では議論

した。これまでの議論をまとめると，地域の中小企業間では，「企業間ネット

ワークによる知識共有がイノベーション」に効果的と考えられる。一般的な経

営資源の補完には有効な手段になる可能性がある。とくに，地域の企業間では

相互の協力によるイノベーションの他に，相互の支援業務面での協力関係が可

能であろう。 

 ただ，知識を共有することは，企業のコアコンピタンスにかかわることであ

るので，実現までに到達すべき項目は多い。ライバル関係に無い地域の中小企

業間の場合ではリスクは少なく，得られる情報が多岐にわたるために，有効で

あると考えられる。とくに，首都圏の TAMA 地区の中小企業調査（高垣，

2017）からわかったことに見られるように，限定的ではあるがオープンな経営

資源の共有化の可能性は大きい。今後も，パートナーを選別した形での情報共
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有化が徐々に進行していく可能性は大きい。一方，個別的な競争力を発揮する

部分にかかわるので，オープンな形ではなくて，すなわちクローズで，単一企

業によって，中小企業の技術開発や戦略構築がなされる場合もある。 

 高垣（2017）では幾つかの成功要因が指摘されており，資金，リーダーシッ

プ，場，そして信頼であり，限定的なオープン・イノべーションということで

「OPTIL パラダイム」と呼ぶ。本論ではこのうちで「信頼」をさらに取り上

げ，これまでの議論をさらに深化させることを目的とする。 

 「信頼」が共同研究プロジェクトの成功要因であることは検証済みであるが，

本論では共同研究プロジェクトを時系列的に考えて，実施前，実施中，実施後

において「信頼」が成功要因であることを確認する。また，組織レベルの観点

から，企業内の個人，グループ，組織，そしてメンバーの企業間において，

「信頼」が成功要因であることを確認する。 

 

１．共同研究プロジェクトに関する先行研究 

１．１ オープン・イノベーション 

 「イノベーション（Innovation）」とは，「新結合」であり，新しいものを供

給する，あるいは，既存のものを新しい方法で供給することである。イノベー

ションは，技術革新だけではなく，ビジネスモデルを革新することを意味する。

シュンぺータ（Schumpeter，1926）による類型は５つであり，①創造的活動に

よる新製品開発（プロダクト・イノベーション），②新生産方法の導入（プロ

セス・イノベーション），③新マーケットの開拓（マーケット・イノベーショ

ン），④原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得，⑤組織の改革（組織イノ

ベーション）が挙げられる。 

 オープン・イノベーション（Open Innovation）とは，チェスブロウ

（Chesbrough，2003）によると1，社内で開発した技術や知的財産を社外に開

                                                      
1 チェスロウが，2003 年に出版した著書は大きな注目を浴び，日本でも翌年に翻訳書

『OPEN INNOVATION―ハーバード流イノベーション戦略のすべて』（産能大出版部）

として出版されている。これに続いて 2007 年と 2008 年に翻訳書が出版されている。

チェスブロウは，ハードディスクの製造で知られるクアンタム社の関連会社で事業

開発の責任者を務めた後，1997 年にハーバード・ビジネススクール助教授に就任し

た。2003 年から UC バークレーのオープンイノベーションセンターのエグゼクティ

ブディレクターを務めている。チェスブロウと日本との関係では，2003 年に，経済
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放することで，どんどん活用してもらい，また，他社の知的財産を活用する。

このような活動によって市場を拡大させて利益を得る，という考え方である2。

「知識」「権利」「特許」を囲い込むことで利益を得ようとする一般的なビジネ

スモデルとは，真逆だが，新しい経営概念として注目されている。これは，従

来のように，「『最初に発明したり開発したりした人』や『独占した技術』が利

益を得る時代ではなくなった」といえる。企業の外側に，ビジネスを生み出す

大きなチャンスがある。企業では，「新しいアイデアを取り入れていかないと，

取り残される」との危機感を持って，オープン・イノベーションに取り組んで

いる。 

 図１に，クローズド・イノベーションとオープン・イノベーションの２つの

タイプの概念を示す。 

 オープン・イノベーションでは，複数の企業間を考えた場合に，企業の境界

を，知識を自由に通過させようというものである。しかしながら，企業は相互

間の関係の緊密さの度合いによって，通過を許す知識に対して規制をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：Chesbrough（2003）および訳書より。 

図１ クローズド・イノベーションとオープン・イノベーション 

                                                                                                                     
産業省と新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のプロジェクトにも協力し

ている。また，内閣府の政策提言にも取り上げられている。 
2 オープン・イノベーションの議論の背景には，ティース(Teece，2009）の「ダイナミ

ック・ケイパビリュティー」における経営資源を他から入手するという考え方が含

まれる。 



駿河台経済論集 第 27 巻第２号（2018） 

― 100 ― 

すなわち，企業は自らが持つ知識資産が，根幹となる知識資産を漏洩しないよ

うな対策をしている。共同開発はオープンでと言っても，企業間には「企業の

境界」が存在するわけであり，単独の企業内における組織的な知識創造とは異

なる。いかなる条件や過程で，企業の境界を超えて，知識が通過するのか，ま

た，双方の協力で，イノベーションが起こるのかを説明できるようなモデルが

必要と考えられる（高垣，2014，2015，2016）。後述の SECI モデルを複数企

業間で適用できるようにしたものが想定される。 

 このようなプロセスを経て，知識情報は，企業の境界を通過する。企業内に

入った知識は，従来の知識経営の考え方で説明が付くと言えそうである。クロ

スライセンシングを例にした場合，双方の企業間で企業の境界を通過させて良

い知識をあらかじめ決めている。これは契約で厳しく提供する知識範囲を規定

した共同研究でも言える。 

 一方，クロスライセンシングではない共同開発の場合，開発チームのメンバ

ーは，所属企業で業務を行い，打ち合わせや実験などで双方が顔を合わせると

いった場合が想定される。そのような場合，双方の知識をさらけ出すのが，開

発のスピードアップには必須であるが，そのような場を創りだせるか否かがプ

ロジェクトの短期達成に大きな影響を与える。 

 

１．２ 共同研究プロジェクト（オープン・イノベーション）に関する先行研究 

 ガスマンとエンケル（Gassman and Enkel，2004，p.６）は，イノベーション

プロセスにおける３つの原型を図２のように示している。 

 まず企業外部から内部に，企業の境界を通過して外部の知識が導入され，企

業内の場でイノベーションが起きる。次に，企業内の場で起きたイノベーショ

ンが企業の内部から外部に出ていき企業外で開発が行われる。さらに，企業外

部から内部に，企業の境界を通過して外部の知識が導入され，企業内の場で，

企業内の知識と結合されたイノベーションが起き，それが企業内で開発が行わ

れ，企業の内部から外部に出ていく。オープン・イノベーションはこの第三の

過程ということができる。 

 では，イノベーションが起きる過程については，知識創造をするためには，

SECI モデルによって「知識がいかにして創られ，蓄積され，活用されるか」

についての何らかの理解が必要である。その試みの端緒として，野中・今野
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（2003），Nonaka and Konno（1998）がある。これは，SECI モデルから，知識

資産が形成される過程である。暗黙知3から形式知に変換され，さらに形式知

が暗黙知を増やし，形式知に変化するということを繰り返す（表１を参照）。 

 「知識経営（KM：Knowledge Management）」，すなわち「知識創造の経営」

とする理解は広まっており，多くの研究がなされている。しかしながら，その

大半は。企業組織内に限られたものが多い。また，KM は時間経過を経るもの

であるにもかかわらず時系列的な要素を考慮したものは少ない4。複数企業間

での知識創造を時系列的にみる研究の活発化が望まれる。

                                                      
3 「暗黙知」とは，マイケル・ポランニーの著書 The Tacit Dimension（1967『暗黙知の

次元』）に一つの端を発する考え方だが，経営学の対象となった。ポランニーは，タ

シット・ノウイング（英：tacit knowing）という科学上の発見（創発）に関わる知と

いう概念を提示し，それぞれ遠隔的項目・近接的項目と呼んだ。 
4 SECI モデルにおける知識創造のスパイラルは，その循環が長期にわたって継続する

という前提である。従って，時系列的な議論が必要であるが，分析の試みとしては，

高垣 (2013）がある。 

 

 

外部から内部へ 
企業の境界 

外部の知識 
イノベーション 

の場：企業内 

内部から外部へ 

開発：企業外 

結合 

ジョイントのイノベーションと開発 

イノベーション 
の場：企業内 

出所：Gassman and Enkel，2004，p.６ から引用 

図２ イノベーションプロセスにおける３つの原型 



駿河台経済論集 第 27 巻第２号（2018） 

― 102 ― 

表１ SECI，場，知識資産の関係 

SECI 場 知識資産  

共同化 創発場 経験的知識資産（暗黙知） ↓

表出化 対話場 概念的知識資産（形式知） ↓

連結化 システム場 体系的知識資産（形式知） ↓

内面化 実践場 恒常的知識資産（暗黙知） ↓

出所：SECI モデルの議論をもとに筆者作成 

 

１．３ オープン・イノベーションの再考 

 チェスブロウ（Chesbrough）のオープン・イノベーション概念からいうと，

至る所と情報を交換することを含意すると考えられる。ただ，オープン・イノ

ベーションを高く評価する人たちの中に何でもオープンにという人たちもいる

が，どのような産業にも当てはまるわけではなく，現実的では無い。チェスブ

ロウの議論の根拠となる主要な分析は，Xerox，IBM，ルーセント，シスコ，

AT&T，Hewlet-Packard などが，インテル，マイクロソフトなどに後れをとっ

たことを出発点としている。また，チェスブロウ自身が 2003 年に出版した著

書で，オープン・イノベーションがふさわしい産業と，そうでは無い産業を著

書（表３-１）に例示している。 

 企業間結合には，幾つかのパターンがある。例えば，①合併，②合弁，③企

業間提携，③クロスライセンシング，④技術指導といったものが考えられる。

チェスブロウの考え方には，それぞれにおける最適な方法が有るはずであると

いう視点が不十分であるといえる。 

 共同研究の場合は，プロジェクトのメンバーを見つけるまで，候補は極力オ

ープンに，メンバーが決まったら他者とは一線を画してクローズに，ただ，メ

ンバー内では情報提供はオープンにといった適用方法が妥当でなかろうか。 

 メンバーを見つけるまでは極力オープンにといっても，日本の場合は大手企

業でもそういったことができる人材がいるかどうかということもあり，海外と

共同でイノベーションというのは中小企業にとっては限りなく難しい。米国の

ように，大企業からのスピンアウトや，ベンチャービジネスが多くて，さらに，

外部情報を提供することをビジネスとして専門にする人たちまでいるのとは，

状況が違いすぎる。 
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 企業間での共同開発はオープンであるが，単一企業内のプロジェクトでは無

いので，メンバーでは無い外部から見るとクローズドになり，本論では「限定

的なオープン」という意味で使うものとする。それでも企業の境界という壁は

あり，壁に空いたフィルターの隙間を通過する知識を共有するといったイメー

ジでの情報交換となる。 

 なお，オープン・イノベーションは自社の知的財産が外部でも使われること

を推奨している。これは自社で使わないもの，すなわち研究開発の成果は出た

が自社のビジネスでは採用しなくなったもの（例えば遊休の特許など）を「ク

ロスライセンシング」をし，「特許年金」（特許の維持費）の削減を目的などで

譲渡することを意味していると考えられる。特許事務所で譲渡先を斡旋するこ

とを業務にしているところも有るが，日本では譲渡先を見つけにくいので，ま

だ一般的とは言えない。また，中小企業の場合，対価を支払ってまで使用権を

取得するという考えには至っていないと考えられる。 

 チェスブロウ（Chesbrough，2003）のオープン・イノベーションの概念は，

先行研究をあまりにも無視しているという トロットとハートマン（Trott and 

Hartmann，2009）からの批判は極めて妥当である。アン・ローレ（Anne-

Laure，2014）は，オープン・イノベーションに関する先行研究のサーベイか

ら，相互間の「信頼（trust）」が重要であるとしている。 

 

２．OPTIL パラダイム 

２．１ ロジックと理論面からの議論 

 ここでは，研究開発チームの形成から実行，そして成果が出るまでについて

時系列的に考えて，それぞれの局面において，ロジックと理論面から重要な事

柄を整理していく。 

 まず，中小企業が単独ではなく，他と共同で研究開発などを開始するにあた

って，自らの経営資源を活用し，他と組み合わせることで，新たな知識を創造

することによって，新たな競争優位を獲得することが有利であるという判断が

あるはずである。単独の方が有利（もしくは単独でも可能）であると判断すれ

ば単独での開発となる。他のパートナーが見つからないとか，経営資源が不足

すする場合は，研究開発を断念するという判断となる。 

 チェスブロウのオープン・イノベーションの概念からいうと，至る所と情報
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を交換することを含意すると考えられる。チェスブロウ自身が，オープン・イ

ノベーションにふさわしい産業と，そうでは無い産業を例示していることから，

オープン・イノベーションの適応には条件が有ると考えられる。共同開発のプ

ロジェクトのメンバーを見つけるまでは候補は極力オープンに，メンバーが決

まったら他者とは一線を画してクローズに，メンバー内では情報提供はオープ

ンにという適用方法が妥当でなかろうか。これは，限定的なオープン・イノベ

ーション（limited open innovation）といえる。 

 共同開発の場合，参加メンバー企業間には，企業の境界（boundary of firm）

が存在し，個々の企業が持つ経営資源が流出するリスクが有るが，最大限に出

さないと新しい知識創造は限定的になってしまう。そこには，機密保持契約と

いった契約も必要だが，相互に「信頼（trust）」が存在することが必須のもの

となるであろう。 

 共同開発が始まったら，企業内の場合と同様に，知識創造は，野中らの

SECI モデルが示唆するような知識創造のスパイラルが起きるであろう。ただ

し共同開発は期間限定のプロジェクトとなることが多い。単一企業内での研究

開発であれば，プロジェクトのスタートは経営者が判断し，うまくいかない場

合のストップという判断も経営者が行う。しかし，共同開発の場合，とくに中

小企業間では，投資資金（investment fund）的な限界が有って３年程度の間で

ある程度の成果が出ないと，参加メンバー企業の中には撤退という意思決定を

する経営者が出てくる。したがって，計画通りに短期で SECI モデルのスパイ

ラルが機能して成果が出るような場合に適用されると考えたほうがよさそうで

ある。 

 プロジェクトチームが形成されたら Nonaka and Konno（1998）でいうとこ

ろの「場（ba: place）」と「リーダーシップ（leadership）」が必要となる。「場」

とは，研究開発の実験・試作や測定・評価などの実施や打ち合わせ等の実施場

所であり，地域の中小企業による共同開発の場合は近接した場所に立地してい

るので，頻繁に情報交換をすることができる。「リーダーシップ」は，単独企

業の場合は明確だが，共同開発の場合は参加企業から選ばれたリーダーがそれ

ぞれ担当部分の責任を持つが，そのときプロジェクト全体のリーダーを誰が務

めるかが大きな課題となる。参加企業の各リーダーは個々の企業の経営者とな

る可能性が高く，相互間には上下関係は無く，プロジェクト成功後に対する期
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待感だけではなく，企業間における「信頼（trust）」が相互の協力関係の維持

に必須となろう。 

 まとめると，オープン・イノベーション（open innovation）を前提とした共

同開発には，場（place），信頼（trust），投資資金（investment fund），リーダ

ーシップ（leadership）が成功要因の候補となる。４つのそれどれが影響要因

であるということを仮説とする。頭文字をとって，「OPTIL（ limited open 

innovation paradigm with place，trust，investment，and leadership）パラダイム」

と仮称する。図３にその概念を図示した。 

 図３では，まず，研究資金で支持されている。参加している企業の知識がそ

れぞれの企業のサブリーダーのもとで共同研究プロジェクトに投入される。プ

ロジェクト全体を統括するリーダーのもとで，共通の場で SECI プロセスが機

能して知識創造が行われる。その際に，参加企業にサブのテーマが持ち帰られ

それぞれの企業内で知識創造が行われ，再び，共通の場に持ち込まれるという

ことが何度も繰り返される。そのような経過を経てイノベーションが行われる

ことを示している。なお，図では SECI プロセスの下に表１に示した関係を表

現している。小さく薄く表記したが，詳細は表１を参照されたい。 

 さらに，個別企業内でのイノベーションについて，図４に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出所：本論での議論をもとに筆者が作成 

図３ OPTIL の概念図 
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 出所：本論での議論をもとに筆者が作成 

図４ 個別組織内におけるイノベーション 

 

 図４では，企業内（A 社）において，トップマネージメントの下で，従業員

の人的資源管理（HRM）が行われている。とくに知識習得と訓練によって学

習が行われており，このなかで，新しい知識創造が起きる。知識創造は表１に

示したように，SECI モデルで表現されるようなものであり，企業内のリーダ

ーの下で場において起きる。個人レベル，グループレベル，そして企業内の組

織レベルで知識創造が起きる。この過程においては，相互間の信頼が必須のも

のとなる。ここまではクローズド・イノベーションの場合でも同様である。 

 さらに，オープン・イノベーションでは，他の企業（B 社）と共同で実施さ

れる。右側に表現した B 社内においては，詳しく表記したいないが左側の A

社と同様なことが起きているわけであり，A 社と B 社との間では，企業の境

界を知識が通過することとなる。ここでは企業間の信頼が必須であり，複数企

業間でのイノベーションが起きる前提となる。A 社の知識は B 社に，B 社の知

識は A 社に入り，それぞれの社内での知識創造が行われる。オープン・イノ

ベーションでは，共通の場が設けられ，プロジェクトが進行していく。 

 

２．２ 先行研究（実証）における議論 

 OPTIL パラダイムでは，オープン・イノベーション（open innovation）を前

提とした共同開発には，４つの要因，すなわち，場（place），信頼（trust），

投資資金（investment fund），リーダーシップ（leadership）が，影響している
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と考えられる。 

 これらが，先行研究で，どのように議論されているのかを以下に紹介する。 

 場（place）とリーダーシップ（leadership）について，Nonaka and Konno

（1998）や，林倬史（2008）でも議論している。リーダーによる組織の境界マ

ネジメント能力が低いと,プロジェクトが成功するとは限らない（Ancona D.G. 

and Caldwell D.F.，1997）。 

 Shamah（2014）は，エジプトの自動車産業のサプライチェーンにおけるオ

ープン・イノベーションの調査では，「信頼関係」の影響が大きいとしている。

Bengtsson et al.（2015）は，フランスにおけるソフトウエア産業でのケースス

タディによると，異なる種類のパートナー（研究者/コンサルタント，取引先，

他の産業における競合者）が相手の場合，研究成果にプラスに働くが，多種類

のパートナー数，専門分野の数が多いとマイナスに働くとしている。これらの

ことから信頼できるパートナー選びが大きく影響する。 

 企業の研究開発投資が内部キャッシュフローに依存することを Hall（1992）

は米国の大企業を対象に，また，Himmeoberg and Petersen（1994）は米国の小

規模の研究開発型企業を対象とした分析で確認している。研究開発型の企業は,

外部からの資金調達により研究開発投資をファイナンスすることが稀であるこ

とを Carpenter and Petersen（2002）は，検証している。このことから資金調

達が重要である。 

 

３．信頼について 

３．１ 先行研究における信頼の議論 

 信頼は眼には見えないが，共同プロジェクトによるイノベーションには，い

かなる関係よりも強力な必要条件である。ただし，研究分野と概念の違いから

多くの定義がある。 

 英語の trust（信頼）の意味は，排他的で多面的な事柄（Corazzini,1977）で

あり，相互関係があり個々により理解しにくいところがある。しかも必要な相

互依存でも一定のものでもない（Tyler and Stanley，2007）。個々の多様性が

色々な異なる議論のもとになっている（ Coleman,1990 ： Deutsch,1960: 

Gambetta,1988: Hart et al.,1986）。スワンとトラウィック（Swan and Trawic，

1987）は，５つの概念的な枠組み（依存性，正直，能力，顧客志向，そして親
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切）を提示している。ほかにも多くの議論がある。これらのことからもわかる

ように，定義だけでなく概念や位置づけについても異なるとらえ方がある。 

 日本語の「信頼」についても，一般に使われる言葉であり分野での定義も異

なる。山岸（1998）は「信頼」は多義性を帯びており，また多くの学問分野で

研究されているものの，実はその定義が分野ごと，あるいは研究者ごとに異な

っていることを指摘し5，信頼概念を「信頼」と信頼される側の特性である

「信頼性」とに区別し，「信頼」を細かく整理している。とはいえ心理学の観

点からの分類である。 

 このような中で「他のグループが自らのグループに対して何らかの有利な行

為を行ってくれるという期待感に基づく自発的な行動であり，壊れ易いが，他

のグループを監視したり管理したりする能力とは関係がない」（Mayer，2008）

の定義がわかりやすく，さらに「人々は他を信頼することができ，個々では創

造できないベネフィットを享受できるので協働する」というダニング

（Dunnning et al.,2012，p.687）という指摘も理解しやすい。 

 

３．２ 信頼の定義について 

 本論では，企業間関係で既に議論されている「信頼」の議論6を前提にする

ものとする。なかでも真鍋・延岡（2003）は，何らかのリスクが伴うような場

合や，不確実性の高い環境において信頼は不可欠であるとしていて，信頼の役

割をその文脈に応じて列挙しているが，その中で，共同研究に関連する項目は，

①企業間関係の成立と継続性に寄与する，②契約にかかる取引コストが削減さ

れる，③企業間の共同学習や共同による知識創造の実現を促進する，④協調的

な関係が生まれ共同で効果的な問題解決を行うことができる，などである。こ

れらのことから，本論では信頼を「参加メンバーが機会主義的な行動を起こさ

ず，開発目標を遂行する状況を維持する相互関係」と定義する。 

 

                                                      
5 山岸(1998） pp.11･12 
6 系列取引に関する議論であるが，Sako(1992），Dore(1993）,などがある。信頼には取

引コストを削減する効果が有り長期的な取引が実現したことを指摘している。さら

に，新宅(1994），松原(1999），真鍋・延岡(2003），若林(2011）などが議論をしている。

Shamah(2014）の議論も参考にしている。 
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３．３ プロジェクト進行過程と個別企業内での信頼について 

 ここまでは，他の企業間との信頼であるが，共同プロジェクトを時系列レベ

ルで考慮すると，プロジェクトの①開始前，➁実行中，➂完了後のステップ 

にわけて「信頼」を考える必要がある。また，その中でも，信頼の組織レベル

について，個人，チーム，組織，そして，共同プロジェクト内とメンバー企業

内にわけて考えることも必要である。さらに，共同プロジェクトの参画企業に

おける個々のメンバー企業内の組織における「信頼」についても詳しく議論す

る必要があろう。  

 時系列レベルでの視点として，高垣（2017）で報告したアンケート調査（＆

インタビュー調査）では，このような考え方から，各段階における質問を行っ

ている。 

 信頼の組織レベルについては，フルマーとゲルファンド（Fulmer and 

Gelfand，2012）が提案をしており，表２に紹介する。信頼には，個人，チー

ム，組織の３つのレベルが示されている。オープン・イノベーションの場合は，

さらに企業間の信頼が必須となる。 

 共同プロジェクトの参画企業における個々のメンバー企業内の組織について

は，前述の図４を参照されたい。プロジェクト参画前の企業内の状況を示して

いるが，プロジェクトの進行に従って，実際に開発作業を行うのは，個々の企

業であり，その中で信頼がさらに形成されると考えられる。 

 

表２ 信頼の組織レベルと指示 

信頼のレベルと指示 

レベル 指示 

個人 個人相互 

チーム チーム 

組織的 組織 

出所：Fulmer and Gelfand（2012） 
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４．信頼に限定した仮説 

 今までの議論をもとにして，共同開発プロジェクト内で「信頼」がプロジェ

クトの成功に及ぼす影響を実際の例で検証を行うにあたって確認すべき事柄

（仮説）を整理してみる。 

 

仮説：共同研究プロジェクトでは信頼が大きな成功要因である     

 この仮説については，報告済（高垣, 2017）であるが，これを補強するとと

もに，時系列に従って，また個別組織内の状況を確認するために，次の仮説を

設定する。 

 

[時系列] 

仮説１：プロジェクト開始前では，パートナー企業への信頼が成功要因である 

仮説２：プロジェクト実行中は，パートナー企業への信頼が成功要因である 

仮説３：プロジェクト完了後は，パートナー企業への信頼が成功要因である 

 

[組織レベル] 

仮説４：個人レベルにおける信頼が成功要因である 

仮説５：チームレベルにおける信頼が成功要因である 

仮説６：企業内の組織レベルにおける信頼が成功要因である 

仮説７：共同プロジェクトの組織レベルにおける信頼が成功要因である 
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５．アンケートおよびインタビュー調査と考察 

５．１ OPTIL パラダイムの検証 

 全体の仮説「共同研究プロジェクトでは信頼が大きな成功要因である」につ

いて，既報告の内容であるがあらためて紹介をする。 

 アンケート（質問票）は，首都圏の企業として，（社）TAMA 協会会員企業

のうち製造業（約 270 社）と国の補助金受給企業（関東経済局管内：約 80 社）

を対象に 2016 年に実施ており全般的には既報告済（高垣，2017）であり，こ

こでは，影響する４つの要因，なかでも「信頼」にかかわるものを，詳しく分

析と議論をする。 

 ４つの要因のうち，「（１）研究資金」，「（３）リーダーシップ」，「（４）信頼

感」については，影響が大きいことが確認できる。「（２）場」について，質問

票の結果（表３）では，影響なしが多い。これについて，インタビューでは，

自社やメンバーの施設を使用したので，影響なしと回答したとの説明を得てお

り，阻害要因にはならなかったという意味であり，重要ではないという意味で

はない。 

 インタビュー企業のすべての社長が，４つの要因の中で，プロジェクトを推

進していくうえで「信頼」が最も重要であると述べている。 

 

表３  影響する４つの要因 

      研究資金 場 リーダーシップ 信頼感 

１．非常に影響があった 19 ６ 21 38

２．少し影響があった 24 11 21 13

３．あまり影響がなかった 15 24 17 10

４．まったく影響がなかった ６ 25 ９ ７

５．わからない ８ ５ ３ ３

注：単位は「事例数」なので「件」とする。 

 

５．２ 信頼にかかわる仮説の検証 

 以下に，各々の仮説に関する事項を紹介しながら，仮説が検証されるかどう

かを確認していくものとする。 

（１）仮説１：プロジェクト開始前では，パートナー企業への信頼感が成功
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要因である 

 アンケートでは，意思決定前の連携への影響要因を質問しており，実施前は，

「１．将来の市場や期待利益の大きさ」（51 件），「３．パートナーへの信頼感」

（41 件），そして「６．社会的な使命感」（19 件），「２．研究開発資金の負担」

（17 件）が続く。 

 アンケート調査（問８：自由回答）では，阻害要因の解決方法で信頼感に関

わるものとして，①事前に契約書に明記，②信頼を最重視した契約書作りがあ

った。 

 

（２）仮説２：プロジェクト実行中は，パートナー企業への信頼感が成功要

因である 

 実施前から実施中への変化という観点からみると，阻害要因として課題が顕

在化するか，もしくは解消してくるものと考えられる。 

 アンケート結果（質問 10）では，パートナーに関して，「信頼感と貢献度の

相違」は信頼関係が有っても貢献度が顕在化するものと考えられる。なお，

「リーダーシップへの信頼感」は大きな疎外要件とはならない。 

 インタビューでは，開発の進行に従って，研究成果の進捗は勿論だが日常の

連絡，取り組みの熱意，リーダーシップの発揮によって，強化されるという意

見が多かった。 

 

（３）仮説３：プロジェクト完了後は，パートナー企業への信頼感が成功要

因である 

 アンケート調査（問 10）では「信頼感」による疎外要因の克服効果につい

て，「２．パートナー間の意思の相違」（52 件），「３．パートナー間の貢献度

の相違」（24 件），「６．将来の期待利益の不公平感」（19 件），「１．研究開発

資金の枯渇」（18 件）に対して，効果が有るとしている。 

 信頼感の形成には，プロジェクト開始前から取引関係が有るなど，旧知の企

業であると信頼関係は形成されやすいが，十分条件であって必要条件ではない。

なお，パートナー選びには，企業の実績，経営者の人柄などを考慮する。 

 

（４）仮説４：個人レベルにおける信頼感が成功要因である 
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 アンケート調査／インタビュー調査では質問していないので詳細は不明であ

る。 

 

（５）仮説５：チームレベルにおける信頼感が成功要因である 

 アンケート調査（問８：自由回答）では，阻害要因の解決方法でリーダーシ

ップに関わるものであるが，①仕事をふり分ける目利きの存在がないとだめ，

②パートナー（＝メンバー）の信頼感回復にコーディネータ（＝リーダー）の

努力が必要というのがあった。 

 

（６）仮説６：企業内の組織レベルにおける信頼感が成功要因である 

 アンケート調査（問 8：自由回答）では，疎外要因の解決方法で信頼にかか

わるものとして，パートナーとの信頼が継続できず「パートナーを途中で変更」

というのもあった。 

（７）仮説７：共同プロジェクトの組織レベルにおける信頼感が成功要因で

ある 

 アンケート調査（問８：自由回答）では，阻害要因の解決方法で「場」に関

わるものであるが，①定期的な全体会議（進捗，技術），②報告や意見交換，

③輪番制などシステムの改善，④情報公開，⑤ウオークスルー（巡回による確

認），⑥本質的な技術討議があったなどがあった。⑦ＣＡＤやＷｅｂの活用も

有り，さらに，満足度が高くて，⑧技術志向の会社が集まって楽しく開発でき

たとか，⑨人間関係の確立といったインフォーマルな関係も「場」の形成と運

用では重要と考えられる。 

 研究プロジェクトにおけるリーダーの任務（野中ら，2003）は，（１）知識

ビジョンを創る，（２）知識資産を絶えず再定義し，それらが知識ビジョンに

合っているかをチェックする，（３）「場」を創り，それらにエネルギーを与え，

いくつもの「場」をつなぐ，（４）SECI プロセスをリードし，促進し，正当化

することである。共同開発のプロジェクトでは新しい知識を創造するために，

「場」を創り，育て，率いるのが，組織の中で縦横の情報の流れの交差する戦

略的地位に位置する彼らである。このように，「場」が形成されてＳＥＣＩプ

ロセスが機能して知識創造を起こすか否かは，リーダーにかかっているといっ

ても過言ではない。 
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 アンケート調査（問８：自由回答）では，阻害要因の解決方法でリーダーシ

ップに関わるものとして，①仕事をふり分ける目利きの存在がないとだめ，②

パートナー（＝メンバー）の信頼感回復にコーディネータ（＝リーダー）の努

力が必要というのがあった。①は上記の（１）知識ビジョンを創る，（２）知

識資産を絶えず再定義することに相当する。②は上記の（３）「場」をつなぎ

（４）SEC プロセスを促進することに相当する。 

 オープン・イノベーションは異なる企業間での開発プロジェクトでありであ

り，プロジェクトチーム内に「企業の境界」が存在し，参加メンバーの協力関

係の維持が必須であることから，「信頼」を要因とした。 

 インタビュー企業のすべての社長が，４つの要因の中で，プロジェクトを推

進していくうえで「信頼」が最も重要であると述べている。 

 HP に経営理念として「信頼」を掲げている企業もある。信頼感の形成には，

プロジェクト開始前から取引関係が有るなど，旧知の企業であると信頼関係は

形成されやすいが，十分条件であって必要条件ではない。なお，パートナー選

びには，企業の実績，経営者の人柄などを考慮するが，開発の進行に従って，

研究成果の進捗は勿論だが日常の連絡，取り組みの熱意，リーダーシップの発

揮によって，強化されるという意見が多い。 

 

おわりに 

 共同研究プロジェクトは限定的なオープン・イノべーションということで

「OPTIL パラダイム」と呼ぶ。リーダーシップ，場，そして信頼であり，本

論ではこのうちで「信頼」をさらに取り上げ，今までの議論をさらに深化させ

ることを目的とする。 

 「信頼」が共同研究プロジェクトの成功要因であることは検証済みであるが，

プロジェクトを時系列的に考えて，実施前，実施中，実施後において「信頼」

が成功要因であることを確認できた。また，組織レベルの観点から，企業内の

個人，グループ，組織，そしてメンバーの企業間において，「信頼」が成功要

因であることを確認できた。 

 なお，実施済のアンケート調査（インタビュー調査）における状況を活用し

たので，仮説４が検証できなかったことなど検証が不十分とのご批判を受けそ

うな箇所もある。これらについては，今後，インタビュー調査を追加する等で
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さらに補強を行いたい。 
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